
○書類等の不備や記入漏れがないか確認し，チェックした上で提出してください。
○該当しないものに関しては，不要にチェックをしてください。
○担当者名，連絡先は申請内容を説明できる方について，記入してください。
○提出書類は全てＡ４サイズ・片面印刷してください。

№ 有 不要

1 全業者 ☑

2 全業者 □

3 全業者 □

□

□

4 該当者 □ □

該当者 □

【健康保険・厚生年金保険】

【雇用保険】

5 全業者 □

6 該当者 □ □

7 該当者 □ □

8 該当者 □ □

審査基準日が令和６年９月１日から令和７年８月３１日まで のものですか。

「その他の審査項目（社会性等）の、
　○雇用保険加入の有無
　○健康保険加入の有無
　○厚生年金保険加入の有無
の各項目全てが、「有」又は「除外」となっていますか。

※いずれかの項目が「無」となっている場合、「４　社会保険等の加入状況申告書」 の提出
　が必要です。

社会保険の加入等状況の確認資料

申請時の直前の「労働保険概算・確定保険料申告書（控）」及び「保険料領収済通知
書」。ただし、新設法人等で保険料の支払いが生じていない場合、「雇用保険被保険者資
格取得等確認通知書」

申請時の直前の保険料納入の「領収証書」又は「保険料納入証明書」。ただし、新設法人
等で保険料の納入日が到来していない場合は「適用通知書」

・令和６年１月１日から令和７年１２月３１日までに許可行政庁から通知を受けたもの

・全国労働災害防止大会における表彰に限ります。
・令和３年１月１日から令和７年１２月３１日までに表彰を受けたもの
・被表彰者は、個人・法人を問いません。
・建設共同企業体表彰は除きます。

・対象規格は、ISO9000シリーズ、ISO14000シリーズです。
・（公財）日本適合性認定協会（以下「ＪＡＢ」という。）またはＪＡＢと相互承認している認定
　機関が認定した審査登録機関の認証を取得していることが必要です。
・認証取得した営業所及び認証部門は問いません。
・申請日現在有効で、初回登録日、更新日及び有効期限が記載されているもの
・登録の詳細については、審査機関に直接お問い合わせください。

□

□付属資料

建設業労働災害防止協会から受けた表彰状

営業停止又は指示処分の通知書 写し

写し

ＩＳＯ（国際標準化機構）規格の登録証 写し □

□営業停止通知

□指示処分通知

商号・名称

提出書類 (※記入しないでください。)

建設工事入札参加資格 中間年の見直し　受付整理票（チェックリスト） 本票

総合評定値通知書 写し □

建設工事入札参加登録資格等審査申請書（付属資料）〔指定様式〕
　※契約課ホームページからダウンロードして作成してください。

原本 □

※総合評定通知書の「雇用保険の加入の有無」、「健康保険加入の有無」、「厚生年金保険
　加入の有無」のいずれかが「無」となっている場合、提出が必要です。

写し

社会保険等加入状況申告書〔様式第１号の４〕 原本 □ □

提 出 日

提出
期限

審査1

書類
完備

□

建設工事入札参加資格 中間年の見直し
受付整理票（チェックリスト）

契約課使用欄(※記入しないでください。)

受付
番号

建設工事入札参加登録者令和８年度格付けに係る提出資料確認書
　※契約課ホームページからダウンロードして作成してください。

原本 □
□申請書

不備書類等審査2

□社会保険等
加入状況申告書

□確認資料
（社会保険）

□確認資料
（雇用保険）

担 当 者 名 連 絡 先

契約課使用欄

□
□総合評定値
通知書

□

□

□建災防表彰状
□

□ISO9000
登録証

□ISO14000
登録証

□

□

申請者のチェック

が必要になります
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№ 有 不要

9 該当者 □ □

10 該当者 □ □

11 該当者 □ □

12 該当者 □ □

□

□

13 該当者 □ □

□

□

該当者 □

14

該当者 □ □

□

該当者 □ □

該当者 □ □

写し

その他の地域貢献申告書〔様式第２号下段〕
　※契約課ホームページからダウンロードして作成してください。

写し可

・認証取得した営業所及び認証部門は問いません。
・申請日現在有効で、初回登録日、更新日及び有効期限が記載されているもの
・登録の詳細については、審査機関に直接お問い合わせください。

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のいずれか 写し □

雇用障害者の常勤性を確認出来る資料

（１）　障害者雇用義務があり、障害者雇用率を達成した事業者

□

□

ポジティブ・アクション推進事業（女性のチカラを活かす企業認証制度）
に基づく知事表彰状

写し

災害時地域貢献申告書〔様式第２号上段〕
　※契約課ホームページからダウンロードして作成してください。

障害者雇用状況報告書〔厚生労働省告示様式第６号〕
　※雇用率未達成の場合は提出不要

写し

（２）　障害者雇用義務がないが、障害者雇用している事業者

○直前の「健康保険等の標準報酬決定通知書」（日本年金機構の確認印が押印された
　 もの）
○直前の「住民税特別徴収税額通知書」
○直前の「青色・白色申告」
のいずれか
※上記資料でのみ確認を行います（個人の健康保険証等では、不可）。

・申請日現在有効のもの
・制度の詳細については、宮城県 環境生活部 共同参画社会推進課 男女共同参画推進班
　（電話：022-211-2568）にお問い合わせください。

・令和３年４月１日から令和８年２月６日までに表彰を受けたもの
・制度の詳細については、宮城県 環境生活部 共同参画社会推進課 男女共同参画推進班
　（電話：022-211-2568）にお問い合わせください。

国・県又は市町村の証明（公印又は担当職員２名の記名押印）がありますか。

具体的な活動内容が記入されていますか。

・令和６年１月１日から令和７月１２月３１日までの、宮城県内での災害時地域貢献が
　対象
・年間契約の管理業務等の一環として、活動したものについては対象外
・契約に基づき対価の支払いを受けたもの又は受ける予定のものは対象外
　ただし、協定に基づき実費弁償のみを受けているものは対象

・犯罪や非行歴がある者を雇用している場合、保護観察所が発行する証明書
・道路清掃等のボランティア活動に積極的に参加している場合、道路管理者が発行
　する証明書
・献血運動に事務所ぐるみで協力している場合、日本赤十字社が発行する証明書
・上記例のほか、その他の地域貢献として評価される宮城県内での活動があれば、
　内容が確認出来るもの（活動要領及び事業所として参加したことが確認出来る
　報告書で管理者等が受領したことが分かるものや、証明書・感謝状・御礼状等
　で、管理者等が発行したもの等）を提出。

・令和７年６月１日現在のもので、公共職業安定所の受付印のあるものですか。
（電子申請の場合は、審査完了がわかるよう状況確認画面等を印刷したものを提出）

□

□

不備書類等審査2

みちのく環境管理規格（みちのくＥＭＳ）の登録証 写し □

□
□女性の力企業
認証確認書

□女性の力
知事表彰状

□災害時地域
貢献申告書

ポジティブ・アクション推進事業（女性のチカラを活かす企業認証制度）
に基づく確認書

□その他地域
貢献申告書

□証明書等

□

□障害者雇用
状況報告書

□

□手帳

□常勤確認資料
（障害者）□

□

写し可

写し □

・企業評価の一環なので、社員等が個人的に貢献しているものは対象外
・協賛金や募金等の金品の貢献については、対象としません。
・証明書等が無いものは受付しません。

令和６年１月１日から令和７年１２月３１日までの、自主的な地域貢献活動ですか。

宮城県内での地域貢献ですか。

地域貢献を証する書類等

提出書類 審査1

写し可 □

□みちのくEMS
登録証□
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№ 有 不要

15 該当者 □ □

該当者 □

該当者 □

16 該当者 □ □

17 該当者 □ □

□

18 該当者 □ □

19 全業者 □

20 全業者 □

□

申請日現在において、宮城県内に本店又は営業所等が所在し、その所在市町村が交付した
消防団協力事業所表示証を取得した場合、対象（表示有効期間が確認できるもの）

宮城県が発注した災害応急復旧工事で、令和７年１月１日から令和７年１２月３１日までに完
成検査を受けた工事が対象（契約課ホームページに掲載されている「応急工事リスト」と照合
すること）
（過去に除外申請した工事、国土交通省や市町村が発注した工事は対象となりません。）
※上記工事であっても、過去５ヶ年の工事成績の平均点から除外する必要がない場合は、
提出する必要はありません。

審査1

総合評点の算定から除外される工事〔別記様式〕
　※契約課ホームページからダウンロードして作成してください。

提出書類

□審査票
□

不備書類等審査2

□技能士加点
申請内訳書

□合格証書

　　＿＿＿＿件

□常勤確認資料
（技能士）
　　＿＿＿＿件

□

□消防団協力
事業所表示証□

□別記様式
□

□登録通知書

□事業協同組合
特例

□

□

建設工事入札参加登録申請審査票（その１）
　※契約課ホームページからダウンロードして作成してください。

原本 □

「事業協同組合に係る建設工事入札参加資格の審査項目の算定方法
に関する特例要領」（以下「特例要領」という。）の適用を希望する場合、
特例要領に規定する書類

別に
定め
る　.

□

□建設工事入札参加登録承認通知書（令和７年度分） 写し

事業協同組合の方以外は該当しません。希望する方は直接お問い合わせ願います。

紛失等で用意できない場合、建設工事競争入札参加資格登録承認者名簿の写し（契約課
ホームページに掲載してあります）で代用可

【中間年】用の審査票ですか。

消防団協力事業所表示証 写し

写し

直前の「健康保険等の標準報酬決定通知書（日本年金機構の確認印が押印されたも
の）」、「住民税特別徴収税額通知書」、「青色・白色申告」いずれかでのみ確認を行いま
す（※個人の健康保険証等は不可）。

技能士加点申請内訳書〔指定様式〕（県内本店業者のみ対象 ）
　※契約課ホームページからダウンロードして作成してください。

□

写し

職業能力開発促進法又は廃止前の職業訓練法による技能検定のうち、別紙技能士一覧
表に掲げるものに合格し、常勤している者が対象

技能士の常勤性を確認できる資料

技能士の合格証書

原本 □

原本 □
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